
建
設
運
輸
委
員
会
は
8
月
8
日
、

全
国
都
市
会
館
で
正
副
委
員
長
会

議
の
後
、
第
1
5
9
回
委
員
会
を

開
催
し
た
。

委
員
会
で
は
、
委
員
長
が
欠
員

の
た
め
、日
沼
昇
光
副
委
員
長（
芦

別
市
議
会
議
長
）
か
ら
「
災
害
関

連
の
各
法
律
に
基
づ
く
施
策
の
着

実
な
推
進
、
地
方
自
治
体
の
防
災

・
減
災
対
策
の
負
担
軽
減
措
置
の

拡
充
、
東
日
本
大
震
災
の
復
旧
・

復
興
事
業
施
策
の
充
実
強
化
、
原

子
力
発
電
所
事
故
災
害
へ
の
対
応
、

道
路
、
新
幹
線
鉄
道
等
の
整
備
促

進
な
ど
を
求
め
て
い
く
必
要
が
あ

る
」
な
ど
の
挨
拶
を
し
た
。
続
い

て
、
オ
ブ
ザ
ー
バ
ー
と
し
て
出
席

し
た
田
中
勝
博
副
会
長
（
津
市
議

会
議
長
）
か
ら
「
副
会
長
の
立
場

で
、
所
管
事
項
の
諸
課
題
の
解
決

に
向
け
、
と
も
に
全
力
で
取
り
組

ん
で
い
く
」
な
ど
の
挨
拶
が
あ
っ

た
。委

員
長
補
欠
選
任
で
は
、
委
員

長
に
須
永
宣
延
熊
谷
市
議
会
議
長

を
選
任
。
須
永
委
員
長
か
ら
挨
拶

を
し
た
。

協
議
で
は
、「
要
望
書
」（
要
望

項
目
は
左
下
か
ら
2
面
に
か
け
て

掲
載
）
、
「
東
日
本
大
震
災
に
関

す
る
要
望
書
」
を
原
案
の
通
り
決

定
、
続
い
て
、
要
望
活
動
の
方
法
、

今
後
の
運
営
を
決
定
し
た
。

「
要
望
書
」
は
、
建
設
運
輸
施

策
に
つ
い
て
、
28
年
度
委
員
会
か

ら
の
申
し
送
り
事
項
、
第
93
回
定

期
総
会
議
決
事
項
の
委
員
会
付
託

事
項
（
本
紙
2
0
1
8
号
4
面
に

掲
載
）
、
所
管
事
項
を
め
ぐ
る
諸

情
勢
な
ど
を
勘
案
し
て
作
成
し
た

6
項
目
か
ら
な
る
。

「
東
日
本
大
震
災
に
関
す
る
要

望
書
」
は
、
総
会
議
決
事
項
で
、

5
委
員
会
共
管
と
し
て
付
託
さ
れ
、

共
通
の
内
容
。
①
「
東
日
本
大
震

災
か
ら
の
復
旧
・
復
興
に
関
す
る

決
議
」
②
「
東
日
本
大
震
災
か
ら

の
早
期
復
旧
・
復
興
に
つ
い
て
」

③
「
原
子
力
発
電
所
事
故
災
害
へ

の
対
応
に
つ
い
て
」
―
か
ら
な
る
。

要
望
書
、
総
会
議
決
事
項
は
、

本
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
し
て

い
る
。

会
議
終
了
後
、
須
永
委
員
長
、

日
沼
副
委
員
長
、
森
田
仲
一
副
委

員
長
（
高
梁
市
議
会
議
長
）
は
、

寺
田
吉
道
・
国
土
交
通
省
鉄
道
局

官
房
審
議
官
（
鉄
道
）
に
面
談
し
、

要
望
書
を
手
交
の
上
、
要
望
、
意

見
交
換
を
行
っ
た
。
特
に
、
①
新

幹
線
鉄
道
の
整
備
促
進
②
地
方
鉄

道
等
に
対
す
る
支
援
③
Ｊ
Ｒ
北
海

道
の
経
営
再
建
及
び
路
線
維
持
に

向
け
た
支
援
措
置
―
を
要
望
。
①

で
は
、
整
備
新
幹
線
の
着
工
区
間

の
早
期
完
成
、
未
着
工
区
間
の
整

備
方
針
の
早
期
策
定
、
基
本
計
画

路
線
の
整
備
計
画
へ
の
格
上
げ
、

②
で
は
、
地
域
鉄
道
関
係
予
算
総

額
の
増
額
、
新
た
な
補
助
制
度
の

創
設
、
③
で
は
、
支
援
措
置
、
運

行
路
線
の
拙
速
な
見
直
し
を
行
わ

な
い
こ
と
―
を
要
望
し
た
。

他
の
委
員
も
、
地
元
選
出
の
国

会
議
員
ら
に
要
望
活
動
を
行
っ
て

い
る
。

な
お
、
講
師
説
明
で
は
、
九
鬼

令
和
・
国
土
交
通
省
総
合
政
策
局

政
策
課
政
策
調
査
室
長
か
ら
「
国

土
交
通
行
政
の
最
近
の
動
向
に
つ

い
て
」
と
題
し
、
①
28
年
度
国
土

交
通
白
書
の
概
要
②
生
産
性
革
命

―
に
つ
い
て
、
黒
田
昌
義
・
内
閣

府
政
策
統
括
官
（
防
災
担
当
）
付

参
事
官
（
総
括
担
当
）
か
ら
「
我

が
国
の
災
害
対
策
に
つ
い
て
」
と

題
し
、
▽
29
年
7
月
九
州
北
部
豪

雨
▽
熊
本
地
震
▽
28
年
度
台
風
10

号
―
の
災
害
発
生
時
の
対
応
例
な

ど
に
つ
い
て
、
説
明
を
聴
取
し
た
。

講
師
説
明
の
概
要
を
含
む
委
員

会
の
経
過
概
要
に
つ
い
て
は
8
月

末
に
全
市
へ
送
付
す
る
。

①
地
方
創
生
の
推
進
（
5
委
員
会

共
通
�
①
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と

創
生
事
業
費
の
安
定
的
確
保
②
地

方
創
生
推
進
交
付
金
の
総
額
確
保

等
③
地
方
創
生
を
総
合
的
に
支
援

す
る
地
方
債
の
創
設
④
地
方
大
学

の
振
興
及
び
運
営
基
盤
の
充
実
⑤

政
府
関
係
機
関
の
地
方
移
転
の
早

期
実
現
⑥
地
方
へ
の
分
散
を
促
進

す
る
誘
導
的
な
施
策
の
推
進
⑦
地

方
分
権
改
革
の
一
層
の
促
進
等
）

②
防
災
・
減
災
対
策
の
充
実
強
化

（
5
委
員
会
共
通
�
本
紙
2
0
1

5
号
12
〜
11
面
参
照
）

③
自
然
災
害
対
策
の
推
進
（
①
防

災
・
減
災
対
策
の
推
進
②
地
震
・

津
波
対
策
③
災
害
時
の
情
報
伝
達

等
の
充
実
強
化
④
治
山
・
治
水
対

策
⑤
災
害
復
旧
・
復
興
支
援
）

要要
望望
書書
要要
望望
項項
目目

【
2
面
右
下
へ
続
く
】

第2022号8月25日平成２9年
（２０１7年）

委員会の模様

第第
11
55
99
回回
建建
設設
運運
輸輸
委委
員員
会会

委
員
長
に
須
永
熊
谷
市
議
長
を
選
任

・
要
望
書
を
決
定

挨拶する日沼副委員長

寺田国交省鉄道局官房審議官

〒102-0093
東京都千代田区平河町2-4-2
代表 TEL 03（3262）5234
旬報 TEL 03（3262）2309
発行人 滝本 純生

挨拶する須永委員長

挨拶する田中副会長

（1） 平成29年8月25日 第2022号



トトピピッッ
ククスス

こ
の
ほ
ど
、
本
紙
で
は
、
5
月

か
ら
7
月
に
全
国
の
市
議
会
に
お

い
て
可
決
し
た
意
見
書
・
決
議
の

う
ち
、
※本
会
に
報
告
の
あ
っ
た
件

数
を
取
り
ま
と
め
た
。
件
数
の
多

い
順
に
意
見
書
・
決
議
の
内
容
を

紹
介
す
る
。

義義
務務
教教
育育
費費
国国
庫庫

負負
担担
制制
度度
にに
つつ
いい
てて

意
見
書
・
決
議
で
最
も
多
か
っ

た
も
の
が
「
義
務
教
育
費
国
庫
負

担
制
度
に
つ
い
て
」
で
98
件
だ
っ

た
。負

担
割
合
の
復
元
を
求
め
る
意

見
書
が
最
も
多
か
っ
た
。
次
に
、

制
度
の
堅
持
、
復
元
と
堅
持
の
両

方
を
求
め
る
も
の
が
ほ
ぼ
同
数
で

多
か
っ
た
。
あ
わ
せ
て
、
▽
少
人

数
学
級
の
推
進
▽
計
画
的
な
教
職

員
定
数
改
善
の
推
進
▽
教
育
予
算

の
確
保
―
を
求
め
る
も
の
が
多
か

っ
た
。

地地
方方
財財
政政
のの
充充
実実
・・
強強
化化

「
地
方
財
政
の
充
実
・
強
化
」

は
68
件
。

半
数
を
超
え
る
意
見
書
が
、
前

文
で
「
財
政
再
建
目
標
を
達
成
す

る
た
め
だ
け
に
歳
出
削
減
が
行
わ

れ
、
結
果
と
し
て
不
可
欠
な
サ
ー

ビ
ス
が
削
減
さ
れ
れ
ば
、
本
末
転

倒
で
あ
り
、
国
民
生
活
と
地
域
経

済
に
疲
弊
を
も
た
ら
す
」
と
し
て

い
る
。

多
く
の
意
見
書
が
、
①
増
大
す

る
地
方
自
治
体
の
財
政
需
要
の
的

確
な
把
握
と
、
こ
れ
に
見
合
う
地

方
一
般
財
源
総
額
の
確
保
②
急
増

す
る
社
会
保
障
ニ
ー
ズ
へ
の
対
応

と
人
材
確
保
の
た
め
の
社
会
保
障

予
算
の
確
保
、
的
確
な
地
方
財
政

措
置
③
自
治
体
の
財
政
運
営
に
不

可
欠
な
財
源
と
な
っ
て
い
る
「
歳

出
特
別
枠
」
「
ま
ち
・
ひ
と
・
し

ご
と
創
生
事
業
費
」
の
現
行
水
準

の
確
保
―
の
3
項
目
を
中
心
に
、

4
〜
9
項
目
を
求
め
て
い
る
。

他
の
項
目
は
、
▽
公
共
施
設
の

耐
震
化
や
緊
急
防
災
・
減
災
事
業

の
対
象
事
業
の
拡
充
と
十
分
な
期

間
の
確
保
▽
人
口
急
減
・
急
増
自

治
体
の
行
財
政
運
営
に
支
障
が
生

じ
な
い
地
方
交
付
税
算
定
の
あ
り

方
の
引
き
続
き
の
検
討
▽
地
方
交

付
税
の
財
源
保
障
機
能
・
財
政
調

整
機
能
の
強
化
、
新
た
な
財
政
需

要
の
把
握
、
小
規
模
自
治
体
に
配

慮
し
た
段
階
補
正
の
強
化
▽
「
ト

ッ
プ
ラ
ン
ナ
ー
方
式
」
の
廃
止
・

縮
小
を
含
め
た
検
討
―
な
ど
。

ギギ
ャャ
ンン
ブブ
ルル
等等
依依
存存
症症

対対
策策
のの
抜抜
本本
的的
強強
化化

「
ギ
ャ
ン
ブ
ル
等
依
存
症
対
策

の
抜
本
的
強
化
」
は
65
件
。

多
く
の
意
見
書
が
、
①
「
ギ
ャ

ン
ブ
ル
等
依
存
症
対
策
の
企
画
立

案
、
規
制
と
監
視
を
一
元
的
に
行

う
独
立
組
織
の
設
置
を
検
討
す
る

こ
と
」
②
「
ギ
ャ
ン
ブ
ル
等
依
存

症
対
策
の
具
体
的
な
対
策
や
実
施

方
法
を
早
急
に
検
討
す
る
こ
と
」

③
「
ア
ル
コ
ー
ル
依
存
症
や
薬
物

依
存
症
に
関
し
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ

に
施
策
が
進
め
ら
れ
て
い
る
。
ギ

ャ
ン
ブ
ル
等
依
存
症
対
策
の
法
制

化
を
進
め
る
中
で
、
こ
う
し
た
取

り
組
み
と
合
わ
せ
、
さ
ら
に
依
存

症
対
策
の
深
化
を
図
る
こ
と
」
―

の
3
項
目
を
求
め
た
。

【
1
面
か
ら
続
く
】

④
各
種
交
通
基
盤
整
備
の
推
進

（
①
道
路
の
整
備
促
進
②
新
幹
線

鉄
道
の
整
備
促
進
③
地
方
鉄
道
等

に
対
す
る
支
援
④
Ｊ
Ｒ
北
海
道
の

経
営
再
建
及
び
路
線
維
持
に
向
け

た
支
援
措
置
⑤
地
域
公
共
交
通
に

対
す
る
支
援
策
の
強
化
⑥
地
方
航

空
路
線
の
整
備
促
進
⑦
港
湾
の
整

備
推
進
⑧
離
島
航
路
・
航
空
路
に

対
す
る
支
援
）

⑤
都
市
基
盤
整
備
の
推
進
（
①
社

会
資
本
整
備
事
業
等
の
推
進
②
下

水
道
整
備
の
推
進
③
中
心
市
街
地

活
性
化
の
推
進
④
都
市
公
園
の
整

備
推
進
⑤
郵
便
局
サ
ー
ビ
ス
の
維

持
⑥
2
0
2
0
年
東
京
オ
リ
ン
ピ

ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ
ク
競
技
大

会
に
向
け
た
地
域
に
お
け
る
取
組

へ
の
支
援
と
環
境
整
備
）

⑥
観
光
立
国
の
推
進
（
①
訪
日
外

国
人
の
増
加
に
向
け
た
施
策
②
魅

力
あ
る
観
光
地
域
づ
く
り
の
促

進
）

※
「
本
会
に
報
告
の
あ
っ
た
件

数
」
と
は
、
各
市
区
議
会
か

ら
本
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
の
メ

ン
バ
ー
の
ペ
ー
ジ
の
オ
ン
ラ

イ
ン
調
査
・
回
答
シ
ス
テ
ム

に
入
力
さ
れ
た
も
の
の
ほ
か
、

郵
便
、
メ
ー
ル
、
フ
ァ
ク
ス

で
受
け
付
け
た
も
の
。
な
お
、

入
力
方
法
な
ど
の
問
い
合
わ

せ
に
つ
い
て
は
、
本
会
調
査

広
報
部
（
�
0
3
―
3
2
6

2
―
5
2
3
7
）
ま
で
。

各
市
区
議
会
か
ら
本
会
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
の
オ
ン
ラ
イ
ン
調
査
・
回

答
シ
ス
テ
ム
に
入
力
さ
れ
た
意
見

書
・
決
議
（
平
成
16
年
以
降
の
も

の
）
は
、
メ
ン
バ
ー
の
ペ
ー
ジ
か

ら
検
索
し
、
閲
覧
で
き
る
。
な
お
、

メ
ン
バ
ー
の
ペ
ー
ジ
を
利
用
す
る

に
は
、
Ｉ
Ｄ
と
パ
ス
ワ
ー
ド
が
必

要
と
な
る
。
Ｉ
Ｄ
な
ど
に
つ
い
て

は
、
29
年
3
月
31
日
付
け
「
（
全

議
Ｍ
1
第
5
号
）
全
国
市
議
会
議

長
会
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
つ
い
て

（
お
知
ら
せ
）
」
で
各
議
会
事
務

局
に
通
知
し
て
い
る
。

【
3
面
へ
続
く
】

決議

―

―
―

―
―
1

―
9
―

―
13
―

23
31
54

意見書

98

68
65

43
30
24

20
7
14
（7）

13
―
12

367
225
592

件 名

○義務教育費国庫負担制度について
（負担割合の復元、制度の堅持、復元
と堅持）

○地方財政の充実・強化

○ギャンブル等依存症対策の抜本的強
化

○少人数学級の推進

○最低賃金改定

○核兵器禁止条約について（会議への
参加、条約実現に向けた努力）

○遭難者救助対策の推進

○北朝鮮によるミサイル発射

○選挙制度の見直し
・合区の解消

○「改正組織犯罪処罰法」について

○「2025日本万国博覧会」の大阪誘致

○精神障害者に対する公共交通機関の
運賃割引の適用

【小計】

○その他

【総合計】

議会 意意
見見
書書
・・
決決
議議
のの
状状
況況
29年

可決分

5月
〜
7月

義
務
教
育
費
国
庫
負
担
制
度
に
つ
い
て
が
最
多

5月から7月に可決した意見書・決議の議決状況

※「義務教育費国庫負担制度について」と「少人数学級の推進」
の両方を求める意見書（27件）をそれぞれに計上したため、意見
書の合計は小計の367件と一致しない
※件名は代表的なもので、同内容のものも含めている
※意見書・決議の件数が多い順に掲載
※（ ）は内数
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少少
人人
数数
学学
級級
のの
推推
進進

「
少
人
数
学
級
の
推
進
」
は
43

件
。学

級
規
模
を
30
人
以
下
に
す
る

こ
と
を
求
め
る
も
の
が
最
も
多
か

っ
た
。
あ
わ
せ
て
、
（
義
務
標
準

法
改
正
を
伴
う
）
計
画
的
な
教
職

員
定
数
改
善
の
早
期
実
現
を
求
め

る
も
の
が
多
か
っ
た
。

最最
低低
賃賃
金金
改改
定定

「
最
低
賃
金
改
定
」
は
30
件
。

全
て
の
意
見
書
が
、
最
低
賃
金

引
き
上
げ
を
求
め
る
趣
旨
の
も
の

だ
っ
た
。
あ
わ
せ
て
、
中
小
企
業

へ
の
支
援
の
強
化
を
求
め
る
も
の

が
多
か
っ
た
。
30
件
の
内
訳
は
▽

北
海
道
内
の
市
17
件
▽
神
奈
川
県

内
の
市
12
件
▽
福
島
県
内
の
市
1

件
―
だ
っ
た
。

核核
兵兵
器器
禁禁
止止
条条
約約
にに
つつ
いい
てて

「
核
兵
器
禁
止
条
約
に
つ
い
て
」

は
25
件
。

国
連
の
核
兵
器
禁
止
条
約
の
交

渉
会
議
へ
の
参
加
、
条
約
実
現
に

向
け
た
努
力
を
求
め
た
。
実
現
に

向
け
た
積
極
的
な
役
割
を
求
め
る

も
の
も
あ
っ
た
。

7
月
7
日
、
国
連
で
「
核
兵
器

禁
止
条
約
」
が
採
択
さ
れ
た
。
な

お
、
日
本
政
府
は
会
議
に
参
加
し

な
か
っ
た
。

【
2
面
か
ら
続
く
】

第
3
次
安
倍
第
3
次
改
造
内
閣

が
8
月
3
日
に
発
足
し
た
。
閣
僚

は
19
名
（
左
下
掲
）
、
新
た
に
人

づ
く
り
革
命
担
当
大
臣
な
ど
を
設

け
た
。

内
閣
改
造
に
当
た
り
、
安
倍
晋

三
・
内
閣
総
理
大
臣
は
記
者
会
見

で
「
ベ
テ
ラ
ン
か
ら
若
手
ま
で
幅

広
い
人
材
を
登
用
し
た
結
果
本
位

の
『
仕
事
人
内
閣
』
。
最
優
先
は

経
済
の
再
生
。『
人
づ
く
り
革
命
』

の
担
当
大
臣
に
は
、
人
生
1
0
0

年
時
代
を
見
据
え
た
経
済
社
会
の

在
り
方
を
大
胆
に
構
想
し
て
も
ら

う
」
な
ど
の
発
言
を
し
た
。

第第
33
次次
安安
倍倍
第第
33
次次
改改
造造
内内
閣閣

▽
内
閣
総
理
大
臣
�
安

倍
晋
三（
衆
）▽
内
閣
法

第
九
条
の
第
一
順
位
指

定
大
臣（
副
総
理
）、
財

務
大
臣
、
内
閣
府
特
命

担
当
大
臣（
金
融
）、
デ

フ
レ
脱
却
担
当
�
麻
生

太
郎（
衆
）▽
総
務
大
臣
、

女
性
活
躍
担
当
、
内
閣

府
特
命
担
当
大
臣（
マ

イ
ナ
ン
バ
ー
制
度
）�
野
田
聖
子

（
衆
）▽
法
務
大
臣
�
上
川
陽
子

（
衆
）▽
外
務
大
臣
�
河
野
太
郎

（
衆
）▽
文
部
科
学
大
臣
、
教
育
再

生
担
当
�
林
芳
正（
参
）▽
厚
生
労

働
大
臣
、
働
き
方
改
革
担
当
、
拉

致
問
題
担
当
、
内
閣
府
特
命
担
当

大
臣（
拉
致
問
題
）�
加
藤
勝
信

（
衆
）▽
農
林
水
産
大
臣
�
齋
藤
健

（
衆
）▽
経
済
産
業
大
臣
、
産
業
競

争
力
担
当
、
ロ
シ
ア
経
済
分
野
協

力
担
当
、
原
子
力
経
済
被
害
担
当
、

内
閣
府
特
命
担
当
大
臣（
原
子
力

損
害
賠
償
・
廃
炉
等
支
援
機
構
）

�
世
耕
弘
成（
参
）▽
国
土
交
通
大

臣
、
水
循
環
政
策
担
当
�
石
井
啓

一（
衆
）▽
環
境
大
臣
、
内
閣
府
特

命
担
当
大
臣（
原
子
力
防
災
）�
中

川
雅
治（
参
）▽
防
衛
大
臣
�
小
野

寺
五
典（
衆
）▽
内
閣
官
房
長
官
、

沖
縄
基
地
負
担
軽
減
担
当
�
菅
義

偉（
衆
）▽
復
興
大
臣
、
福
島
原
発

事
故
再
生
総
括
担
当
�
吉
野
正
芳

（
衆
）▽
国
家
公
安
委
員
会
委
員
長
、

国
土
強
靱
化
担
当
、
内
閣
府
特
命

担
当
大
臣（
防
災
）�
小
此
木
八
郎

（
衆
）▽
内
閣
府
特
命
担
当
大
臣

（
沖
縄
及
び
北
方
対
策
、消
費
者
及

び
食
品
安
全
、
海
洋
政
策
）、
領
土

問
題
担
当
�
江
﨑
鐵
磨（
衆
）▽
一

億
総
活
躍
担
当
、
情
報
通
信
技
術

（
Ｉ
Ｔ
）政
策
担
当
、
内
閣
府
特
命

担
当
大
臣（
少
子
化
対
策
、男
女
共

同
参
画
、
ク
ー
ル
ジ
ャ
パ
ン
戦
略
、

知
的
財
産
戦
略
、
科
学
技
術
政
策
、

宇
宙
政
策
）�
松
山
政
司（
参
）▽

経
済
再
生
担
当
、
人
づ
く
り
革
命

担
当
、
社
会
保
障
・
税
一
体
改
革

担
当
、内
閣
府
特
命
担
当
大
臣（
経

済
財
政
政
策
）�
茂
木
敏
充（
衆
）

▽
内
閣
府
特
命
担
当
大
臣（
地
方

創
生
、
規
制
改
革
）、
ま
ち
・
ひ
と

・
し
ご
と
創
生
担
当
、
行
政
改
革

担
当
、
国
家
公
務
員
制
度
担
当
�

梶
山
弘
志（
衆
）▽
東
京
オ
リ
ン
ピ

ッ
ク
競
技
大
会
・
東
京
パ
ラ
リ
ン

ピ
ッ
ク
競
技
大
会
担
当
�
鈴
木
俊

一（
衆
）

【
平
成
29
年
8
月
3
日
発
足
】

激激
甚甚
災災
害害
指指
定定
をを
閣閣
議議
決決
定定

政
府
は
8
月
8
日
、
閣
議
に
お

い
て
、
6
月
7
日
か
ら
7
月
27
日

ま
で
の
間
の
豪
雨
・
暴
風
雨
に
よ

る
災
害
に
つ
い
て
、
激
甚
災
害
の

指
定
と
適
用
す
べ
き
措
置
の
指
定

に
関
す
る
政
令
を
決
定
し
た
（
8

月
10
日
公
布
・
施
行
）
。

全
国
を
対
象
に
①
農
地
等
の
災

害
復
旧
事
業
等
に
係
る
補
助
の
特

別
措
置
②
農
林
水
産
業
共
同
利
用

施
設
災
害
復
旧
事
業
費
の
補
助
の

特
例
③
小
災
害
債
に
係
る
元
利
償

還
金
の
基
準
財
政
需
要
額
へ
の
算

入
等
―
の
3
つ
の
措
置
が
適
用
さ

れ
る
（
本
激
）
。
査
定
見
込
額
は

農
地
等
で
2
0
7
億
7
0
0
0
万

円
。朝

倉
市
、
日
田
市
の
2
市
ほ
か

2
町
村
を
対
象
に
、
①
公
共
土
木

施
設
災
害
復
旧
事
業
等
に
関
す
る

特
別
の
財
政
援
助
②
小
災
害
債
に

係
る
元
利
償
還
金
の
基
準
財
政
需

要
額
へ
の
算
入
等
―
が
適
用
さ
れ

る
（
局
激
）
。
査
定
見
込
額
は
公

共
土
木
施
設
等
で
2
1
8
億
4
0

0
0
万
円
。
ま
た
、
朝
倉
市
、
東

峰
村
の
1
市
1
村
を
対
象
に
、
中

小
企
業
信
用
保
険
法
に
よ
る
災
害

関
係
保
証
の
特
例
が
適
用
さ
れ
る

（
局
激
）
。
中
小
企
業
関
係
被
害

額
は
1
0
3
億
9
0
0
0
万
円
。

な
お
、
本
激
の
適
用
措
置
は
次

の
通
り
。

※
適
用
措
置
（
本
激
）

①
農
地
等
の
災
害
復
旧
事
業
等
に

係
る
補
助
の
特
別
措
置
（
農
地
、

農
道
や
水
路
な
ど
の
農
業
用
施
設

と
林
道
の
災
害
復
旧
事
業
な
ど
に

つ
い
て
、
農
林
水
産
業
施
設
災
害

復
旧
事
業
費
国
庫
補
助
の
暫
定
措

置
に
関
す
る
法
律
な
ど
に
基
づ
く

通
常
の
国
庫
補
助
率
の
嵩
上
げ
。

過
去
実
績
82
％
↓
95
％
）
②
農
林

水
産
業
共
同
利
用
施
設
災
害
復
旧

事
業
費
の
補
助
の
特
例
（
農
業
協

同
組
合
等
が
所
有
す
る
倉
庫
、
加

工
施
設
、
共
同
作
業
所
な
ど
の
共

同
利
用
施
設
の
災
害
復
旧
事
業
に

つ
い
て
、
通
常
の
国
庫
補
助
率
の

嵩
上
げ
。
20
％
↓
最
高
90
％
）
③

小
災
害
債
に
係
る
元
利
償
還
金
の

基
準
財
政
需
要
額
へ
の
算
入
等

（
①
で
国
庫
補
助
対
象
外
の
小
規

模
な
災
害
復
旧
に
充
て
る
た
め
の

発
行
に
同
意
、
許
可
を
得
た
地
方

債
に
係
る
元
利
償
還
金
を
基
準
財

政
需
要
額
に
算
入
）

総
務
省
は
8
月
8
日
、
平
成
29

年
7
月
22
日
か
ら
の
大
雨
に
よ
り

多
大
な
被
害
を
受
け
た
大
仙
市
に

対
し
、
普
通
交
付
税
の
9
月
定
例

交
付
分
の
一
部
（
30
％
）
12
億
6

3
0
0
万
円
の
繰
上
げ
交
付
を
決

定
し
、
9
日
に
現
金
交
付
し
た
。

普普
通通
交交
付付
税税
をを
繰繰
上上
げげ
交交
付付

第
3
次
安
倍
第
3
次
改
造
内
閣
が
発
足

人
づ
く
り
革
命
担
当
大
臣
な
ど
新
設

（出典＝首相官邸ホームページ）
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内
閣
府
は
8
月
4
日
、
29
年
の

提
案
募
集
方
式
に
つ
い
て
、
関
係

府
省
か
ら
の
第
1
次
回
答
を
公
表

し
た
。
こ
の
う
ち
、
市
が
提
案
し
、

重
点
事
項
と
な
っ
た
（
提
案
団
体

が
1
市
で
、
追
加
共
同
提
案
団
体

が
5
市
未
満
だ
っ
た
も
の
を
除

く
）
15
件
に
つ
い
て
、
表
（
下
表

参
照
）
に
ま
と
め
た
（
提
案
の
概

要
は
本
紙
2
0
2
0
号
4
面
表
参

照
）
。

8
月
2
日
か
ら
10
日
に
か
け
て

は
、
提
案
募
集
検
討
専
門
部
会
が

6
回
開
催
（
他
の
部
会
と
の
合
同

部
会
含
む
）
さ
れ
、
関
係
府
省
か

ら
の
集
中
ヒ
ア
リ
ン
グ
が
行
わ
れ

た
。
2
日
に
は
、
地
域
交
通
部
会

と
の
合
同
会
議
が
開
催
さ
れ
、
執

行
三
団
体
が
出
席
し
、
意
見
を
述

べ
て
い
る
。

第
1
次
回
答
、
集
中
ヒ
ア
リ
ン

グ
な
ど
の
提
案
募
集
の
状
況
、
提

案
募
集
に
関
連
す
る
会
議
な
ど
は

内
閣
府
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
（h

ttp

:
//w
w
w
.c
a
o
.g
o
.jp
/b
u

n
k
e
n

―su
ish
in
/te
ia
n
b
o
s

y
u
/
te
ia
n
b
o
sy
u

―in
d
e
x
.

h
tm
l

）
に
掲
載
さ
れ
て
い
る
。

第1次回答の概要

①代替配置は保育の質確保の観点から対応困難。②居室面積基準の特例の
対象に地方は不適切。③一時預かり事業の現行制度で実施可能。

①利用者が20人未満の事業者の場合、放課後児童支援員1人での実施は同
一敷地内の他の事業所・施設との兼務で対応可能。資格制限規定の緩和（中
学校卒業者への受講資格の付与など）は検討。②児童厚生員の放課後児童支
援員研修の受講免除は困難。

中核市市長会の検討を注視。

①特定教育・保育施設の定員減少の届け出の協議は、現行制度で対応可能。
②支給認定の年齢区分の見直しは、制度上困難。

保育事業者等の休暇などの際の「代替保育の提供」は対応困難。

年金受給者の生活を維持するという年金法制度の趣旨が損なわれるため、
年金の支給額から児童扶養手当の返還額を差し引いて譲渡することは不可
能。

①児童手当からの徴収は対応を検討。②私人への徴収委託は現行制度で実
現可能。

訪問介護と「訪問型サービスＡ」を一体的に運営する場合、同一人物がサー
ビス提供責任者の業務を行うことは可能。

①現行でも、後見人の保護申請は可能。②不正受給の徴収金と保護費の調
整は裁量の金額を大きく超えない限り現行上も許容。

マイナンバー情報の必要性や事務の効率性などについて検討の上、情報連
携に向けた対応を検討。

①市町村運営有償運送での持ち込み車両の使用は29年8月までに実施。現
在、手続き中。②軽微な変更に伴う協議、手続きは簡素化が可能。

①所有者が特定困難な土地の有効活用は、関連審議会などでの議論を踏ま
えつつ検討。②地方自治体が管理責任者を指定することは、他の相続人の
権利の制約、共有者の責任を超える責任を負わせる可能性があるため困難。

管理代行制度導入の必要性は乏しい。

関係府省と連携しつつ見直しを検討。

健全性に応じた点検頻度、新技術を活用した点検手法を検討。

提案名

「保育所等の児童福祉施設に係る『従う
べき基準』等の見直し」

「放課後児童健全育成事業に係る『従う
べき基準』等の見直し」

「幼保連携型以外の認定こども園の認
定等の権限の都道府県から中核市へ
の移譲」

「子ども・子育て支援新制度に関する
見直し」

「家庭的保育事業等における連携施設
の要件緩和」

「児童扶養手当に関係する事務の見直
し」

「学校給食費の徴収に関する見直し」

「訪問介護のサービス提供責任者の兼
務に係る『従うべき基準』の見直し」

「生活保護制度関連の見直し」

「社会保障分野におけるマイナンバー
利用事務について情報連携の項目を
追加するよう見直し」

「地域公共交通に係る制度・運用の見
直し」

「所有者不明土地・空家等の適正管理
に係る見直し」

「地方公共団体が独自に整備した住宅
の公営住宅への転用を可能とする規
制緩和」

「罹災証明制度の見直し」

「新技術等を活用した橋梁点検を可能
とするための点検手法等の見直し」

提案団体

宇治市、
須坂市、
直方市ほか

本巣市、
中津川市、
豊川市、
半田市、
出雲市ほか

松山市ほか

箕面市、
高岡市ほか

越谷市

奥州市

伊丹市、
横浜市ほか

八王子市、
狛江市

岐阜市、
郡山市ほか

豊田市ほか

上越市、
新潟市ほか

中津川市、
洲本市、
堺市ほか

掛川市、
袋井市ほか

注

豊田市ほか

番号

1

2

3

4

6

9

11

14

20

22

23

31

32

43

46

表 市が提案し、重点事項となったもの（提案団体が1市で、追加共同提案団体が5市未満だったものを除く）

注）由布市、大分市、中津市、日田市、佐伯市、臼杵市、竹田市、豊後高田市、杵築市、宇佐市、豊後大野市、国東市ほか
※番号は重点事項の番号
※表から除いたものは、重点番号10・大阪市「認定こども園等における保育料に対する徴収権限の強化」、13・狛江市「小規模多機能型居
宅介護に係る『従うべき基準』の見直し」、15・金沢市「介護サービス事業者の業務管理体制の整備に関する届出受理等事務の都道府県
から中核市への移譲」、18・広島市「喀痰吸引等業務に関する登録等事務の都道府県から指定都市への移譲」、25・広島市「道路占用許
可に係る基準の弾力化」、27・長崎市「駐車場出入口設置に係る規制緩和」、29・豊田市「給水区域の縮小に係る許可基準の明確化」、50
・塩尻市「教育委員会から委任を受けた事務に関して教育長が行った処分に係る審査庁の明確化」。ほかに51・豊田市「通知カードの
住所変更に係る追記事務の見直し」も28年フォローアップ案件のため除いている。

※提案募集検討専門部会（第55回～第59回）の資料を基に本紙が作成

提提
案案
募募
集集
方方
式式

―
第
1
次
回
答
を
公
表
―
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